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56

担 当 課 室 都市整備室

補 助 金 の 名 称 銚子市被災者等住宅再建資金利子補給金 性 質 分 類 ⑥利子補給・信用保証料補助

補 助 対 象 者 市内に所在する住宅を再建する市民

補 助 開 始 年 度 令和 元

国 ・ 県 補 助 状 況 Ⓑ国・県協調補助（市単独上乗せ等含む）

根 拠 規 定 等 名 称
（条例、規則、要綱）

銚子市被災者等住宅再建資金利子補給金交付要綱

対 象 者 ・ 団 体 等 が
補助金で行う活動内容

令和元年台風第15号からの一連の災害により被害を受けた住宅を再建する。

補 助 内 容 等

項 目

金融機関からの借入金償還利子

補 助 目 的 及 び 効 果
令和元年台風第15号からの一連の自然災害により住宅に被害を受けた被災者等の住宅再建を促進し、
災害からの復興の推進を図る。

補助率、補助基準等
■利子補給率　年2.0%（契約利率が年2.0％以下の場合、契約利率）
■利子補給の対象限度額　住宅1戸につき500万円　■利子補給期間　5年間

交 付 件 数

令和２年度（決算）

2件

令和３年度（決算）

2件

一 般 財 源

決 算 額

国 支 出 金

県 支 出 金

そ の 他

19

19

64

令和４年度（決算）

2件

60

64 60

●今後の方向性

方 向 性

　総　 合 　評 　価
(上記方向性を選択した
理由等)

縮小

利子補給の申込期限は過ぎており、現在の利子補給対象者の利子補給が終了する令和7年度までは継
続とする。
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57

担 当 課 室 都市整備室

補 助 金 の 名 称 危険空家等除却事業補助金 性 質 分 類 ②建設事業費補助

補 助 対 象 者 空家の所有者等

補 助 開 始 年 度 令和 4

国 ・ 県 補 助 状 況 Ⓑ国・県協調補助（市単独上乗せ等含む）

根 拠 規 定 等 名 称
（条例、規則、要綱）

銚子市危険空家等除却事業補助金交付要綱

対 象 者 ・ 団 体 等 が
補助金で行う活動内容

そのまま放置すると倒壊など著しく保安上危険となる恐れがある空家の除却。

補 助 内 容 等

項 目

危険空家等の除却費用

補 助 目 的 及 び 効 果
危険空家を除却することで、生活環境の悪化を防止し、もって市民福祉の向上と地域の振興に資す
る。

補助率、補助基準等 補助対象事業費の4/5以内（上限100万円）

交 付 件 数

令和２年度（決算）

ー

令和３年度（決算）

ー

一 般 財 源

決 算 額

国 支 出 金

県 支 出 金

そ の 他

ー ー

令和４年度（決算）

2件

1,890

0

0

0

1,890

●今後の方向性

方 向 性

　総　 合 　評 　価
(上記方向性を選択した
理由等)

現状維持

危険空家の除却に対し補助金を支出することは、危険空家を増加させる恐れがある。
しかし、既に近隣住民の生活に多大な悪影響を与えている空家が存在しており、これら危険空家の除
却を進める必要があることから、当面は事業を維持し、一定の成果が得られた時点で事業の見直しを
行う。
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58

担 当 課 室 都市整備室

補 助 金 の 名 称 住宅リフォーム補助金 性 質 分 類 ②建設事業費補助

補 助 対 象 者 住宅のリフォームを行う市民

補 助 開 始 年 度 平成 24

国 ・ 県 補 助 状 況 Ⓑ国・県協調補助（市単独上乗せ等含む）

根 拠 規 定 等 名 称
（条例、規則、要綱）

銚子市住宅リフォーム補助金交付要綱

対 象 者 ・ 団 体 等 が
補助金で行う活動内容

市民が市内施工業者と契約して住宅のリフォーム工事を行う。

補 助 内 容 等

項 目

市内施工業者による住宅のリフォーム工事費

補 助 目 的 及 び 効 果
市民の住環境の向上・定住化を促進し、緊急地域経済対策として、産業の活性化・雇用の創出を図
る。

補助率、補助基準等
①20万円以上50万円未満の補助対象リフォーム工事費の場合  2万円
②50万円以上100万円未満の補助対象リフォーム工事費の場合  5万円
③100万円以上の補助対象リフォーム工事費の場合　10万円

交 付 件 数

令和２年度（決算）

72件

令和３年度（決算）

72件

一 般 財 源

決 算 額

国 支 出 金

県 支 出 金

そ の 他

6,500

2,925

3,575

6,550

令和４年度（決算）

85件

8,150

2,947 3,667

3,603 4,483

●今後の方向性

方 向 性

　総　 合 　評 　価
(上記方向性を選択した
理由等)

現状維持

市民の生活環境の向上及び定住化を促進するとともに、地域経済対策として本市における産業の活性
化に一定の効果をもたらしているため、補助事業を継続する。
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担 当 課 室 都市整備室

補 助 金 の 名 称 木造住宅耐震診断費補助金 性 質 分 類 ②建設事業費補助

補 助 対 象 者 木造住宅の耐震診断を行う市民

補 助 開 始 年 度 平成 19

国 ・ 県 補 助 状 況 Ⓐ国・県協調補助

根 拠 規 定 等 名 称
（条例、規則、要綱）

銚子市木造住宅耐震診断補助金交付要綱

対 象 者 ・ 団 体 等 が
補助金で行う活動内容

木造住宅の耐震診断

補 助 内 容 等

項 目

銚子市内にある一戸建ての専用住宅又は専用住宅の耐震診断費用

補 助 目 的 及 び 効 果
木造住宅の耐震改修の促進を図り、もって地震による住宅の倒壊等から市民の生命、身体及び財産を
保護する。

補助率、補助基準等 耐震診断に要する費用の1/2の額（上限5万円）

交 付 件 数

令和２年度（決算）

0件

令和３年度（決算）

0件

一 般 財 源

決 算 額

国 支 出 金

県 支 出 金

そ の 他

0 0

令和４年度（決算）

0件

0

●今後の方向性

方 向 性

　総　 合 　評 　価
(上記方向性を選択した
理由等)

現状維持

交付実績は無いが、建築物の耐震化率向上を推進するために必要な事業であり、現状維持とする。住
宅相談会や木造住宅向け耐震普及啓発の展示会を実施し、制度の啓発を行う。
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担 当 課 室 都市整備室

補 助 金 の 名 称 木造住宅耐震改修費補助金 性 質 分 類 ②建設事業費補助

補 助 対 象 者 木造住宅の耐震改修を行う市民

補 助 開 始 年 度 平成 24

国 ・ 県 補 助 状 況 Ⓐ国・県協調補助

根 拠 規 定 等 名 称
（条例、規則、要綱）

銚子市木造住宅耐震改修補助金交付要綱

対 象 者 ・ 団 体 等 が
補助金で行う活動内容

木造住宅の耐震改修工事

補 助 内 容 等

項 目

銚子市内にある一戸建ての専用住宅又は専用住宅の耐震改修費用

補 助 目 的 及 び 効 果
木造住宅の耐震改修の促進を図り、もって地震による住宅の倒壊等から市民の生命、身体及び財産を
保護する。

補助率、補助基準等
①耐震改修に係る設計に要する費用の1/3の額（上限5万円）
②耐震改修に係る工事及び監理に要する費用の1/3の額（上限45万円）
①と②の合計額

交 付 件 数

令和２年度（決算）

0件

令和３年度（決算）

0件

一 般 財 源

決 算 額

国 支 出 金

県 支 出 金

そ の 他

0 0

令和４年度（決算）

0件

0

●今後の方向性

方 向 性

　総　 合 　評 　価
(上記方向性を選択した
理由等)

現状維持

交付実績は無いが、建築物の耐震化率向上を推進するために必要な事業であり、現状維持とする。住
宅相談会や木造住宅向け耐震普及啓発の展示会を実施し、制度の啓発を行う。


